
令和７年度の決算概要 

本学園の令和７年度経常収支差額は、マイナス 487 百万円となりました。 

本学園最大の収入科目である学納金収入（前期比プラス 427 百万円）は、増収となりました。一方で

教育活動支出の増加（前期比プラス 533 百万円）により、経常収支差額は、前期比で 39 百万円悪

化しました。経常収支差額に臨時的収支である特別収支差額を加えた基本金組入前当年度収支差額

は、マイナス 592 百万円（前期比マイナス 356 百万円）となりました。 

  

 これまで各学校の教育活動を安定的に運営してまいりましたが、近年は社会環境の変化や生徒数構成

の変動等を背景に、法人全体としての資金創出力の強化が重要な課題となっています。 

現在は、大学を中心とした収益構造を基盤としつつ、中高・小学校・専門学校の各部門の持続可能性の

向上や、本部機能の効率化に取り組んでおります。また、将来を見据えた施設設備投資や教育環境の充

実を進める中で、資金の有効活用と運用資産の適正な管理が求められている状況です。 

こうした認識のもと、理事会においては、法人全体の財務基盤をより一層強化するため、以下のような重点

施策について議論・検討を進めております。本法人は、教育機関としての社会的使命を果たし続けるために、

透明性の高い経営と持続可能な財務運営の両立を目指しております。今後も環境変化に柔軟に対応し

ながら、健全で安定した法人運営に努めてまいります。 

 

• 予算管理の徹底 

各部門における予算執行の精度向上と適正管理を徹底し、経営資源の効率的な配分を実現し

ます。 

• 資金創出力の強化 

各学校における教育価値の向上と入学者の安定確保を通じて、収支構造の改善を図ります。 

• 戦略的な投資と資産運用 

教育の質向上に資する投資を着実に行いつつ、資金の流動性と安全性を確保した運用を推進し

ます。 

 

 

 

（１）資金収支計算書について 

資金収支計算書とは、当該会計年度の諸活動について対応する全ての収入及び支出の内容並び 

に当該会計年度における支払資金の顛末を明らかにすることを目的として作成される計算書で 

す。支出面では、人件費支出をはじめとし、経費全体を抑制的に運用したことにより、人件費は、予算

比マイナス 91 百万円、教育研究経費は、予算対比マイナス 12 百万円、管理経費は、予算対比マイ

ナス 63 百万円となりました。 

 

（２）活動区分資金収支計算書について 

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の確定額をもとに、①教育活動による資金収 



支、②施設整備等活動による資金収支、③その他の活動による資金収支の三つの活動区分ごとに  

表示することにより、学校法人の活動区分ごとの資金の流れを把握するものです。 

① 教育活動による資金収支は本業である教育活動による資金収支で、マイナス 423 百万円となり

ました。 

② 施設整備等活動による資金収支は施設設備の取得又は売却その他これらに類する活動による

資金収支で、減価償却引当特定資産への繰入支出が発生したため、マイナス 479 万円となり

ました。 

③ その他の活動による資金収支は財務活動、収益事業に係る活動、預り金等の経過的な活動等

による資金収支でプラス 177 百万円となりました。 

以上により、支払資金は前年度から 727 百万円の減少となりました。 

 

（３）事業活動収支計算書について 

事業活動収支計算書は、当該会計年度の事業活動収入及び事業活動支出の内容を明らかにす

るものです。 

・教育活動収入は前年度比 494 百万円増加し、4,663 百万円となりました。 

・教育活動支出は前年度比 534 百万円増加し、5,152 百万円となりました。 

・以上により教育活動収支差額はマイナス 489 百万円となりました。 

 

 基本金組入前当年度収支差額はマイナス592百万円となりました。 

 

（４）貸借対照表及び注記事項について 

学園の令和7年度「資産の部」の合計額は14,322百万円となり、前期比1,033百万円の減少となり

ました。その主な増減要因は、現金預金が727百万円減少したことなどが挙げられます。 

「負債の部」総額は、前期比441百万円減の2,643百万円となりました。前受金が293百万減少したこと 

が要因です。 

 

（５）財務の概要 

ア 学校法人会計の特徴と企業会計との相違 

（ア）学校法人と企業の目的の相違 

学校法人は、「私立学校の設置を目的として私立学校法に基づき設立された法人」であり、営利を目

的とせず教育研究活動の遂行を目的としています。公共性の高い事業を行っていることから、永続性や収

支の均衡が求められます。一方、企業は利益の追求を目的とした存在です。学校法人は国や地方公共団

体から補助金を受けて運営していることから、計算書類の作成と公認会計士による監査が義務付けられて

います。 

 

（イ）学校法人会計と企業会計の相違 

企業は上記（ア）．に記載のとおり営利を追求するため、投資や経費に対していかに利益を獲得したか



に重点が置かれ、経営成績が「損益計算書」により明らかにされます。一方、学校法人は教育事業の永続

性を確保するため、事業年度の収支状況や財務安全性の確保に重点が置かれます。具体的には、学校

法人は学校法人会計基準に従って作成された「資金収支計算書」(※１)によって資金の使途を明らかに

し、「事業活動収支計算書」(※２)によって年間の収支の均衡や学校法人経営の健全性が明らかにされ

ます。また、「貸借対照表」において、財産の状況や財務的安定性が明らかにされます。 

※１ 企業会計における「キャッシュ・フロー計算書」に該当 

※２ 企業における「損益計算書」に該当 

 

（ウ）学校法人会計の特徴 

①収支計算が重要視されること 

学校法人は営利を目的としないため、当該会計年度における収支内容及び支払資金の使途を明らか

にします。教育活動にいかに効果的に資金が投下されたかを把握します。また、学校法人は永続性・公共

性の観点から、大きな支出超過や大きな収入超過は望ましくありません。そのため、収支計算を通じて収支

の均衡の状態を明らかにすることが求められます。 

②予算制度 

 学校法人では、学生生徒納付金収入及び補助金収入がほとんどの資金源となります。またこれらは、年

初においてほぼ確定するため、経費支出のコントロールを通じて資金を計画的・効果的に使用することが求

められます。そのため、収支予算書（資金収支・事業活動収支）の所轄庁への提出が義務付けられ、ま

た、予算と実績を対比した形式での決算書が作成されます。このように、学校法人は予算に従った業務の

執行が重要視されています。 

③基本金制度 

学校法人は学校の維持・発展を目指すため、中長期的に必要な資金を確保することに重点が置かれ、

貸借対照表において「基本金」が設けられています。基本金の組入を通じて、将来の活動に必要な資金の

確保や財務的基盤の安定性を図ります。 

 

(1)決算の概要  

  以下の金額及び比率は、表示単位未満を四捨五入しております。 

① 貸借対照表関係  

ア) 貸借対照表の状況と経年比較  



 

 



 

 



 



② 事業活動収支計算書関係  

ア) 事業活動収支計算書の状況と経年比較  

 



 
 

 

 

 

 

 

 



 

 



③ 資金収支計算書関係  

ア)資金収支計算書の状況と経年比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



イ)活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 

 

ウ)財務比率の経年比較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

財務比率の経年比較
◇事業活動収支計算書関係比率

各比率は小数点以下第2位を四捨五入しております。

＜収入関係比率＞ 　　　　　　　　　　　　　　全国平均は、医療系法人を除く比率となります。

比　　　　率 算　　　式 R3年度 R４年度 R5年度 R6年度 R7年度 全国平均

学生生徒等納付金比率 学生生徒等納付金／経常収入 69.9% 70.0% 69.9% 68.2% 70.1% 72.0%

寄附金比率 寄附金／事業活動収入 3.3% 3.4% 4.2% 5.1% 4.0% 2.0%

補助金比率 補助金／事業活動収入 18.1% 17.0% 17.3% 22.1% 15.9% 15.0%

＜経費関係比率＞

比　　　　率 算　　　式 R3年度 R４年度 R5年度 R6年度 R7年度 全国平均

人件費比率 人件費／経常収入 64.6% 63.5% 63.2% 60.9% 57.5% 50.9%

教育研究経費比率 教育研究経費／経常収入 31.1% 32.5% 33.4% 32.7% 35.2% 37.3%

管理経費比率 管理経費／経常収入 14.6% 16.2% 16.1% 16.9% 17.2% 8.9%

文科省

＜事業活動収支差額比率＞

比　　　　率 算　　　式 R3年度 R４年度 R5年度 R6年度 R7年度 全国平均

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支

差額／事業活動収入
△10.9% △13.2% △11.9% △5.2% △12.1% 3.3%
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